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1 ．は じめ に

　阪神 ・淡路大震災は 、
6 千名 を 超す 死者を出す大惨事

とな り、兵庫県で は 1，153 か所 の 避難所で、約 32 万 人
の 被災者 が 、衣食住の 不 自由な 生活を余儀なくされ、必

要 と され た仮設住宅 は 5 万 戸 で あっ た 1 ） 2）
。

　しか し、 1か月 後 に建築 された 仮設住宅は 1，250 戸 に

過 ぎな か っ た。
　多 くの 被災 者が 半年 以 上 も 、 小 中学校 の 体育館や公民

館 、市 役 所 の ロ ビーな どで、プ ラ イバ シ ーの な い 避難生

活を強 い られ た。特に、お 年寄 りの 肉体的糟神的疲労は

大き く、 そ の た め に亡 くな られ た方も多い 3）
。

　本研究で は、近年発 生 した被災地 にお ける調査結果に

基づ き 『プ ライバ シ
ー

の まっ た くない 避難 所生 活 は 1 〜
2週間が限界で あ る』との 判断 か ら、仮設住宅が 完成す

る まで の 避難生 活に 代 わ る緊急避難施設 （シ ェ ル ター
）

の 必 要性を確認 し、シ ＝ ル ターが備 え るべ き諸条件を把

握 した 。

　さ らに 、災 害発 生 後、備 蓄倉庫 か ら トラ ッ ク等 で 配送
し て、被災者の 自宅 そ ばに 建設 （設置） し、早 急 に居 住

可能 とな る 戸建方式の 災害用 早期 展 開 シ ェ ル ター
（使用

期間 1 ヶ 月程度）の 開発を行 い、モ デル A 〜F の 5 種類

の 制 作 し、模型 と試作晶に よる実証 と運 用 につ い て研究
した 。

2 ．避難所と仮設住宅の調査 ・分析

下 記 の 災害 に お け る 調査分析 を行 っ た。
島原市

深 江 町

奥尻町

神 戸 市

虻田 町

日野 町

（1991年 〔平 成 3年〕 雲仙 ・普賢岳噴火）

（1991年 〔平成 3年】雲仙 ・普賢岳噴火 ）

（1993 年 〔平成 5年〕北海道南西沖地震）

（1995 年 〔平成 7年〕阪神 ・淡路大震 災 ）

（2000年 〔平成 12年〕　 北海道有珠 山噴火）

（2000 年 〔平成 12年〕 鳥取 県西 部地 震 ｝

西 枇杷島町 （2000年 〔平成 12 年〕東 海 豪雨災 害）

（1｝選難所 の 問題 点

地 震災 害 ：神 戸 市、奥尻町、日野 町

　事前 の 予測もな く、突然発 生す る 災害の た め、自治体

の 対 応 が 遅 れ るた め 、 平時の 災害訓練 と準 備 が必 要で あ

る。災 害 発 生 時 が 避難者数の ピークで あ り、 そ の 後の 対
応 は、体制 が整えば容易 とな る。

　被災者か らの 反応 は 「突然きた災割 とい うあ き らめ

もあ り、初期の 段階で は 自治体へ の 不 満が少ない。地震

終息後は、早急に 自宅に戻 り、破損 した 家で 居 住する被

災者 も多い。

火山 噴火災 害 ：島原 市、深江町、虻 田 町

　噴火 前 に は 、 火 山性地震が 多発 し、避 難勧告 や避難指
示 が 出 され、自治体は事前に避難所などの 対応が可能 と

な る。しか し、火山活動の 終息時期の 確定が難しく、避

難所生活 が長期化する傾向 が強 い 。

　そ の た め、被災者 の 精神的ス トレ ス は大 きい 。
風水害 ：西 枇杷島町

　災害の 発生 は 天 気予 報か ら 、 住 民 も 自治体もある程度
の 予 測が可能。しか し、 災害に対す る最終的な予 測は、
災 害 発生 の 数時間前で ある。
　風水害の 場合、ゴ ミな どの 後片付けが、自治体として

の 大き な仕 事 とな っ て い る場合が 多い
。

　浸水被害 の 場合、2 階建て 住 居 は避難所 を利用 し ない

場 合も多い
。

被災 者か ら避難所へ の要望
4〕

　a．家族 だ けの プ ライ バ シーの 守 れ る 空間が 欲 しい。
　b．家族専用 の トイ レ

、 浴室 、 台所が欲 しい。
『

　c．自宅 の 近くに 欲 し い。　（後 片付 け 渉容易で あ る）

災害発生直後の 場合は 、 広さや設備、物資 につ い て希望
した人 は少 な い

。

（2）仮毆 住 宅の 問 題 点

建設費用 ： 1 戸当た り、約 290 万 円

　　　　　 （解体 処 分費用ま で 含 め る と約 350 万 円）

　阪神 ・淡路大震災 の 鵝合 350 万 円 X5 万 戸 ＝ ＝ 1，750 億
円 の 税金 が 使 われ た こ とに な る。
　しか し 、 被災者か らの 反 応は 「壁 が 薄 く、プ ライバ シ
ーが 保 た れ て い な い 」　「安 っ ぽ く造 りが 悪 い

、 狭い 亅
「元 住ん で い た場 所か ら遠い 」 など苦情 が多か っ た 。

　仮設 住 宅 の 建 設完成 ま でに 、 時間が 掛か り過ぎたこ と

が 、 被災者の 方々 に大 き な期待、要 求 を持 たせ て しま っ

た こ と が 原 因 と思われ る 。
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（3）被災地調査から得た仮設住宅 に つ いて の考察

a．被災後 「仮設 住宅 を何戸 建設するべ きな の か 亅 とい う

　決定 に、各 自治体とも苦慮 し て い る。
　地震 災 害や 風 水 害の 場合 ：倒壊 した 住 居数 と避難者 の

　世帯数などか ら必要 戸数がある程度把握

　火 山噴火 の よ る災轡 ：火山の 終息状況が 戸数決定の 大

　き な要 素。虻 田町 の 場 合、仮設 住宅は借りた が、使 用

　 しなか っ た避難者もい る。
b．仮骰住宅の 1 棟 あた b の 建設 日数は約 20 日間。 災害

　 の 大小 にか か わらず、仮設住宅が必要 な世帯 は、最低

　20 日 閥の 避難所生 活を強 い られ る こ とにな る。
c．仮設住宅の その 後の処理

　報道 で は応急仮設住宅 は、海外 の 災害等に再使用 され

　た 印象 だが、実際に はほ とん どが破棄処 分され て い た 。

　調 査結果か ら、プ ライ バ シ
ー

の ない 避難所生 活 を短 縮

す る こ との 重要 性 と、自宅そ ば に設 置 し、か つ 再 使用 可

能 な シ ェ ル ター
の 開発 の 必 要 性 を 確 認 した 。

3 ．災害用早期展開シ ェ ル ターの 開発

（1）開発要 件

a．小型で 、軽量 。

b．雨天 で も容易に輸送設置が 可 能な構造b

c．多量輪送が容易。
　　　　 （2 トン トラ ッ クで数個輸送 可 能）

　IL 設 置場所 （傾斜地、瓦礫上 な ど）を選 ばない。
　e．設 置時間は 1 時間以 内。
　＆ 強風、余震に 耐え る構造6

h ク レ ー
ン な どの重機を使用 せ ず 、 数名で建設

・
設置

　　が可能な構造。
i．室 内外 の 住宅設備 を機能的 に設計か つ 配置す る。

　j，生 活 必 需品 、 儲 品 を収 納 、
1 週 間 程度は電 気 ・水道

　　が な くて も生活 可能。
　k．備蓄、保管 、 保守点検が容易 。

　1．使用 後、簡 単な整備 の み で 、再使用 可 能。

（2）建築基準法上 の 検討

　第 85 条 ： 『非常災害の指定地 域内で、国、 地 方公 共

団体、日本赤十字社が 建築す る もの 、また は被災者 の 自

家用建 物 （延べ 面積 30   以内 ）は 、 防火地域内を除い

て は全て の 規定が適用されない。 3 ヶ 月以 内は 手続き不

要。2 年以内は 要許 可』

　災害用 早 期展 開 シ ェ ル ターは 短 期 使 用 の た め、法 的 に

は、すべ て の 規定が当て はま らない 。

（3）材質につ い ての 検肘

a．強化プラ ス チ ッ ク （FRP ） に よ る一体成形 ：

　 型 の 制作 に 費用が かか るが、大 量生 産 に は適 し て い

　　る。強度 と 耐久性 は 、ヨ ッ ト、ポートな ど で 証 明 さ

　 れ て い る。
　 再使用 につ い て は 、 水 洗い す る こ とが 可 能 あ り、 維

　 持管理 も容易で ある。形状の 設計自由度が 大きい。
b．鉄 骨 構 造 下地 ・外壁 カ ラー鉄 板 製 ：

　 鉄 骨構 造体の 上 に、外壁 材 と して カ ラー鉄 板 を張 る

　 方法。一
般的なコ ン テナハ ウス。

　 構 造 が簡 単だ が、外壁 が傷つ き易 く、また、内部を

　 水洗 で きない ため、再使用には適さない 。

　本研 究 の シ ェ ル ターは、災 害用 の た め建築基準法は適

用 され な い こ と。また、再使用 す る こ とを前 提 と して い

る こ とか ら、 強化プ ラス チ ッ ク （FRP ） の 方が 有効 で

あ る と判断 した。

（4》大きさに つ い て の検討

a 床面積 ：仮 設住宅が 完成する ま で の 緊急避難施設 と

　 考え、2   ／人を最低床面積とし て 開発を試みた。
　　4 人家族の 場 合、2段ベ ッ ド （2 人 分 3   ）を採

　 用 した場合、最低必要床面積は約 5   となる。
　 本研究で は 5 〜10   で 設計 を試 み た。

b．幅 ・長 さ ・高さ ； トラ ッ クの 荷台に よ り決定。　（最

　 大 幅 は 2．3m 程度）。 長 さは 荷台の 全 長が 基 本 とな

　　るが 、 長 さ 2．5匝 とした場合、4 トン トラ ッ クで 2

　 列積載可能で ある。
’

（5）ヨ ッ ト、キ ャ ン ピン グカーの 有効性

　著者 は 25年前、ヨ ッ トに よる 単独 太 平洋横 断 に挑 戦 し

た。ヨ ッ トは全長 6m 、幅 2m で あっ た。
　船 内 に は ベ ッ ド2 つ

、 炊事 場 、 テーブル 、簡易 トイ レ

を装備 し、船首と船尾の 倉庫や、ベ
ッ ド下 の 物入れに は

200 日分の 食料 と溏水 200 リ ッ トル を積蔵して い た 。

生活空間は 3，4   だっ たが、快適な生活を維持で きた。
　 キ ャ ン ピ ン グ カー

は 、 自走 式 、 牽引式 が あ る が 、 共 に

合 理 的 な 室内配 置 と設備 を備えて い る。
　太平洋横断は特殊な事例で あるが 5 〜10   もあれば 、

4 人 家 族 が、生活 で きる空 間 を創造で き るはず で あ る。

図 1　 ヨ ッ トの 船内配置図の例

〔6）開発した災害用早期展醐 シェ ル タ
ー

a．モ デル A （戸建完成 タイ プ ： 5　nf）

讎

品

欄

黼
／

　　一
・
‘

甼す”

　　　　　　　　図2　 モ デル A

（幅 2 ．OmX 全 長 2 ．5m ×高 さ 2 ．　 Om ＞
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　4 人家族 の ミ ニ マ ム サ イ ズ と して、床 面 積 5   あ れ ば

トイ レ兼用 シ ャ ワ
ー室 、台 所、テ

ーブル 、4 ベ
ッ ドを取

り付ける こ とがで き、短期間な ら 4 人 家族 hS生 活 可 能 e

都会 な どの 住宅密集地におい て は、効果的 で あ る。

b．モ デ ル B （戸建 完成 タイ プ ： 10   ）

　10   あれ ば 、 長期 に わた る避難生活 に も対応可臨 仮

設住宅 と して も有 効で ある。
図 5　モ デル E （戸建組 み立て タイ プ）

瀰

図 3　 モ デル B
　　 （幅 2 ．2 皿 × 全長 4 ．6mX 高さ 2 ．3m ）

m 戸建完成タイ プ （コ ン テナ 方弍） の 利 点

a．天候 にか か わらず、輸送、設置が可 能。
b．構 造が簡 単 で安価 、設 置 時 に専門作業員不 要。

　c．短時聞に多数設置可能 。

d．完成品 なの で保 守、点検が容易。
　e．再使用が容易に で き る。
　f，室 内 を災害救援物資等の 保管倉庫 と して 利用可 能 。

g．災害救援物資等をコ ン テ ナ内部 に入 れて、輸送すれ

　ば、 天侯に関係なく輸送可 能。

  組 み 立て タイ プに つ い て検射

　戸建 完成 タイ プ は 阪神 ・淡 路大震災の よ うな大災害を

想 定 した 場 合、輸送効率 ・保管効率に お い て 難点 が あ る。
大 災害発生 時 の 輸送 効率 を 向上 させ る手段 と し て 、戸 建

組み 立て タイプの 開発を試みた 。

園 4　 モ デル D 〔戸 建組み 立 て タイプ）

図6　 モ デル F （戸建組 み 立 て タイ プ ）

　組 み 立て 方式として、モ デル D とモ デル E を開発した

が、蝶番部分の 強度、製造コ ス ト、再 使 用 時 にお ける補

修管理 を考慮 す る と、合理 的な組み 立 て方式が、災害用

早期 展 開シ ェ ル ターに とっ て 必 要なの か、とい う疑問 が

残っ た。
　 シ ン プル な組み 立て 方式をとの 発想 か ら、モ デル F を

開発 した 。

（9）早 期 展 開 シ ェ ル タ
ー

の 大きな特磁 （モ デ ル A ）

a，小型 コ ン テナ の た め 、 自宅 そばに設 置可能 tS

b．本体は ジャ ッ キで 斜面、瓦礫上 に も設 置可 能。

C．外部 には ベ ラ ン ダ 、 手す り、 白板、郵便受、庇 が あ

　　り住 宅の ポーチ と し て の 機能 を持 ち、防犯効果も あ

　 　る。
d 寝 室は独立 した個室、プ ライバ シ

ーが保護で きる 。

e．両サ イ ドの 壁 に は、比対 称に窓が 配 置 され てい る。
　f．1 戸 1 家族。使用後、順次撤収移動可能 ，

g．保 管 中の 点検 はコ ン テ ナ式なの で 容易。
lt組み立 て 方式 に比べ 構造が簡単。 製作費用が安価 。

（10）災害用シ ェ ル タ
ー

の 試作晶に対す る考察

図 8　 モ デ ル B 猷 作 晶

内部空間 の 有効性を理

解 して 頂 く 目的で 、試

作品 を作成 し た が 、 見

学者の 評価は 高か っ た o

試 作 品は その 後、独 居

老人用に 改装 し、2年
間使用 され た。
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図 9　 モ デル E の 鼠作贔

4 ．災害用早期展開シ ェ ルター
の運用

保管シ ステ 厶 ：形状が直方体の コ ンテ ナなの で h 保管点

検が容易で あ り、特別なメ ンテ ナ ン ス も不要で ある。
シ ェ ル ター内を災害救援物資の 保管庫とすれ ば倉庫と し

て有効で ある。各県で備蓄する場合、分散保管する。
輸送 シス テ 厶 ：被災 後、トラ ッ ク で 搬入 す る。搬 入 困難

な時 は、設 置場所近くに シ ェ ル ターを集結させ 、2〜3
個連結 した状態で 、自衛隊等 の 大 型 ヘ リコ プ ター

（CH
− 4T）で空輸する 。

設置方法 ：敷地 の 広さに よ b 、単体設置または 相互 連結

　 して 使用 す る 。

6 ．結論

　自治体 は 『被災者 の要 求は時間とともに 大きくなる』
とい うこ とを肝に 銘 じて お く必 要が あ る 。

　早 急な対 応 こそ が 、 被災者の 精神的な負担 を少 なく し、
被災者自身が 他人 へ の 思い や りを持つ だ けの 精神的なゆ

と りを得 る こ とに なる 。

　 以上 の こ とか ら 『災害用 早期展開 シ ェ ル ター
』 の 開発

を 行 い 、また 開 発 され た 災害用 シ ェ ル ターの 運用 につ い

て研究す る こ と は、被災者 の プライ バ シーの 確保と、安

全 ・健康維持の た め の 対策 と して 、非常に 有効 で あ り、
象 た 自宅そ ばに建設 （殻 置 ）可 能なこ とか ら、災害後 に

お ける 被災者の 自立や 、自宅 の復興 に も効果的で あ る 。
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　 図 7　設置方法

応用 ： 避難用 の 山小屋、バ ン ガ ロ ウ、ペ ン シ a ン、老

人 ・子 ど も部屋 、 野外教育施設の 宿泊施設 、 自構隊の 野

営用、在宅医療用 と して も活用 で きる。
仕様 を トイ レ

、 浴室 、 寝室 、 厨 房 、 食堂会議 室な どの 目

的に 合わ せ 、現 地 で連結すれば、緊急 病院や 防災本部 と

して の使用 可能 で あ る。

5 ．住宅機器メーカーとの共同開発

（1）　P 」法 と建筆基準法の壁

住宅用として の 開発にもこだ わ っ たため、素材 と して

FRP （強 化プ ラス チ ッ ク）が 、 建築基 準 法上 の 障 害 と

なっ た。また折 り畳 み式 ベ ッ ドな どが、PL 法 （製造者

責任法）の た め、採用で きなか っ た。
（2）自治体の 防災意職の 壁

　住宅機器メーカーとの 共同 開発 に よ る緊急用仮設住宅

は 、 全 国で 4 ヶ所行 われ た見 本 市 等で 注 目を集 めた が 、

販 売実績 はほ とん どなか っ た。
　 原 因

　 a．防 災意識 の 低 下 と備 蓄とい う思 想 の 欠 如 。

　b，全 国の 自治体 が災 害 に対 し て 共 通認 識 を持 ち、同等

　　の 負担を し、備蓄する とい う決定が なか っ た こ と。

　 C，避 難 所 の 不 備 な ど被災者 の 不 満 は、一時的な感情e

　　 しか し 、 仮骰住宅 の 備蓄は、 い つ 起 こ る か わか らな

　　い 災害へ 備 え で あ り、 多額の 予算を投 じる こ とは 、

　　行 政へ の 社会 的 「批判亅 とな る可能性 が あ る。

　以 上 を踏ま え、備蓄に 対する 説 得 力 の あ る、理 論的研

究を行う必 要 性を感 じた 。

シ ェ ル ターの開発

　想定す る災害の 規模と被災地の 人 ロ 密集度等 に よ り、

必要とされる災害用 シ ェ ル ターの 構造は、コ ンテ ナ方式

と組 み立 て 方式 が考え られ る。

　総合的に は コ ン テ ナ方式が有効だが、大都市 ・大災害

で は、組み 立 て 方 式 は、保 管 ・輸送効率 に優れ て い る。
価格毆定
　同

一
規格で 生 産を行 えば、モ デ ル A 〔床面積 5   ）で

約 150万 円 、
モ デル B （床面積 10  ）で 約 250万 円程度。

県単位 でモ デル A （床面積 5   ｝ を 正000 個保管すれば

15 億円 。 倉庫建築費を 5億円として も 20 億円。各県が

協力すれば、阪神 ・淡路大震災に 対応 で きる e

保管倉庫

　廃校 に なっ た 学校の 校舎や体育館 を 改造 して使 用す る

方 法 もあ る。ま た 東京 都な どの 大都市な ら廃船に なっ た

大型 コ ンテナ 船を湾内に停泊させ、洋 上 で 保管すれ ば 、

1 隻で 2，000個程度保管可能 で あ る。
地域性

　中国
・九州 ・四国地 区の 場合 、 大 都市は少 な く、災 害

の 多くは、局所的な地震や風水害で ある。災害用 シ ェ ル

ター
の総数 も 1 災害で 、 200個程度 と仮定すれ ば、各県

で 平均 30偶程度 保 管 し、緊急 時 に近県 か ら緊急 輸送す れ

ば 1 日で確保 で きる。
　 約 2億 円程度で 災害 へ 備え る こ とが 可 能 で あ り、仮 の

大災害が発 生 した場合 に も、老人だけは 災害用シ ェ ル タ

ーに避難 させ る こ とが で き る 。 ま た小 さな 災 害で あれ ば、
避 難生活 をす る こ となく、そ の 日か ら、自宅そばで 災害

用シ ェ ル タ
ー

の 使用も可能で あ る，
自治体としての 有効性

　避難所 と して 、 学校や市役所を被災者 に 占有され る期

間 が 短縮 され 、授業 の 再 開、市役 所の 業務 に 支障をきた

さない 。 短期間で あれ ば 、 仮 設住宅 と して の 使用 も可 能

で あ り、ま た再 使用 で きるの で 、建設戸数決定の 判断も

容 易で あ る。 東 海大 地 震 を想 定 す れ ぱ、質よ り量 が優先

され るべ きで あろ う。
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